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［要旨］ 

タイ国南部の熱帯泥炭湿地をフィールドとし、可溶性有機物の動態の解明に基づいた、土壌・水管理

の最適化による二酸化炭素放出抑制技術と森林再生による炭素固定能強化技術の開発を行ない、熱帯

泥炭湿地の最適な修復・管理手法を提示することが目標である。5 年間の研究の結果、様々な環境で

の泥炭からの二酸化炭素放出量を推定し、水管理によって泥炭保全すなわち二酸化炭素放出の削減が

可能であることがわかった。泥炭湿地からの可溶性有機物流出量が推定され、可溶性有機物の性状の

解析から、これが永続的なシンクになりうることを明らかにした。湛水した泥炭湿地での森林のバイ

オマス成長量と呼吸量を推定した。泥炭土壌荒廃地での造林技術を開発し、実証試験により炭素収支

のモニタリングを行った。これらを総合して、泥炭保全・湿地林再生プロジェクトを行った場合

の Melaleuca cajuputi 人工林とベースラインの土地利用（オイルパームプランテーションと放棄地）

のそれぞれの推定された炭素収支を明らかにし、水管理の最適化による二酸化炭素放出抑制と森林再

生による炭素固定能強化のポテンシャルが非常に大きいことを明らかにした。 

 

［キーワード］熱帯泥炭湿地、炭素収支、可溶性有機物、土壌・水管理、森林再生 
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１．はじめに 

 東南アジアには 2,000 万 ha 以上にもおよぶ熱帯泥炭湿地が分布しており(1)、炭素シンクとして重要

な地位を占めてきた。熱帯泥炭湿地には、その気候条件から純一次生産力の著しく大きい湿地林が成

立している。しかし近年、耕地拡大を目的とした開発の進行により、熱帯泥炭湿地の大きな部分が乾

地化し、炭素シンクとしての機能が失われ、逆に大規模な二酸化炭素ソースとなってきている。開発

された熱帯泥炭湿地からの二酸化炭素発生抑制技術および森林再生による炭素シンク強化技術の開発

は、緊急かつ重要な課題となってきている。 

 湿地林の大きな生産力に支えられた炭素の膨大なストックである熱帯泥炭からは、植物遺体細胞壁

を構成する多糖の微生物分解により二酸化炭素が発生することに加えて、主に微生物により著しく変

性され、水可溶になったリグニン(2)が河川を経て海に流出し(3)、土壌粒子や溶存陽イオンとキレート

を形成し河川底や海底に沈積していると考えられる。陸域生態系を巡る炭素循環を正確に把握するた

めには、これらの定量的評価が欠かせないが、これまでの炭素収支の推定では、この可溶性有機物（リ

グニン変性物）の正確な定量がなされていないという大きな問題がある。熱帯泥炭湿地生態系の可溶

性有機物の動態を正確に把握し、それに基づいて二酸化炭素シンク強化ソース抑制の技術を開発する

ことが、中長期的な視点での陸域生態系の機能活用による大気二酸化炭素濃度の安定のための重要な

ステップになる。また、可溶性有機物の動態の把握は、それ自身が炭素循環のミッシング・シンクの

解明に直結する。 

 

２．研究目的 

 本研究は、長年にわたって現地の研究者等の協力を得てデータを集積しているタイ国南部

Narathiwat 県の熱帯泥炭湿地をフィールドとし（図 1）、可溶性有機物の動態の解明に基づいた、土壌・

水管理の最適化による二酸化炭素放出抑制技術と森林再生による炭素固定能強化技術の開発を行う

（図 2）。同時に、リグニンの変性・動態を実地で

定量的に把握することにより、炭素循環のミッシ

ング・シンクの解明を目指す。これにより大気二

酸化炭素濃度の安定のための熱帯泥炭湿地の最適

な修復・管理手法を提示することを目標とする。

本研究で提示する熱帯泥炭湿地の最適な修復・管

理手法は、炭素シンクとして重要な地位を占める

2,000万 ha以上にもおよぶ熱帯アジア泥炭湿地の

持続的利用・管理の指針となる。 

 ここでは 5 年間にわたる研究成果を、（1）泥炭

分解による二酸化炭素放出量の推定と水管理によ

る泥炭保全の効果の解析、（2）泥炭湿地からの可

溶性有機物流出量の推定と可溶性有機物の性状の

解析、（3）湛水した泥炭湿地での森林のバイオマ

ス成長量と呼吸量の推定、（4）泥炭土壌荒廃地で

の造林技術の開発と実証試験の 4 項目に大きく分
 図 1. 研究サイト：タイ国 Narathiwat 県 
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けて記載する。これらを総合して、泥炭保全・

湿 地 林 再 生 プ ロ ジ ェ ク ト を 行 っ た 場 合

の Melaleuca cajuputi 人工林とベースライン

の土地利用（オイルパームプランテーションと

放棄地）のそれぞれの推定された炭素収支を示

すことにより開発された技術のポテンシャル

を評価し、さらに東南アジアの泥炭湿地開発地

面積を推定し適用可能面積を明らかにした。 

 

３．研究方法 

（１）泥炭分解による二酸化炭素放出量の推定

と水管理による泥炭保全の効果の解析 

１） 熱帯湿地林の炭素収支 

 To Daeng 泥炭湿地林において、樹木各器官の

呼吸や成長量、リターや泥炭の分解などを積み上げ、炭素収支を推定した。樹木各器官の呼吸速度や

泥炭の分解速度は、オープンチャンバー法(4)を用い、直接測定した。根の呼吸速度は、林床の湛水面

にフロータ付き無底通気式チャンバーを浮かべて測定した CO2 放出速度から、泥炭のみを取り出して

測定した泥炭の分解速度およびリターの分解速度を差し引いて求めた。リターの分解速度は落葉、落

枝と倒木の幹の 2 種類を試料として現地の水中に沈め、それらの乾燥重量変化から推定した。また、

樹木の成長量およびリターフォールは対象地 0.25 ha で過去 6 年間にわたって測定されたデータを用

いた。 

２） 泥炭層の分布と厚さ 

 熱帯泥炭湿地に蓄積されている総炭素量を推定するために、Bacho 湿地の東西約 3 km×南北 10 km

の範囲の泥炭層の厚み分布調査を行っ

た。海岸線に対してほぼ平行な方向に約

500 m 間隔、直交する方向に約 200 m 間

隔の格子点状に泥炭層の厚みを大型検

土杖で測定し、その位置を簡易ディフェ

レンシャル GPS 測量により測位した(5)。

泥炭層の厚みデータは測定データ間に

空間的相関関係が存在すると考え、空間

統計学の手法を用いて泥炭厚みデータ

のバリオグラムを推定し、クリーギング

内挿法により湿地内の各測定項目の分

布を内挿して、格子点間隔 20 m×20 m

でラスター型の泥炭層厚み分布図デー

タを求めた。 

 ３） 泥炭の消失速度の測定 

 土地利用による泥炭消失速度の違い
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図 2. 研究概念図 

 
図 3. 泥炭消失量測定用杭 

杭上部のコンクリート塊が 1983 年における地表面を表す。

2005 年撮影。 
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を明らかにするため、Narathiwat 県 Bacho 湿地の開発区と保全区に測定点を設け、泥炭の消失量を継

続的に測定した（図 3）。Bacho 湿地の開発区は、雨季には地表近くまで地下水位が上昇するが、乾季

には地下水位が地表面下 50 cm～90 cm 位に低下している。これに対し保全区の Melaleuca cajuputi

二次林は乾季にもなるべく地下水位が高くなるような水管理が行われている。 

４） 泥炭からの二酸化炭素放出量のモデル化 

 Bacho 湿地の開発区において、水位による土壌呼吸量の変化を明らかにするため、土壌呼吸量を水

位と地表面温度とともに測定した。チャンバーにはアクリルボックス（0.45 m×0.45 m×0.45 m）を

用い、周囲をアルミニウムシートで覆った。植生による呼吸を排除するため、地上部の植生および根

を取り除き、深さ約 50 cm まで鉄板を打ち込んで周囲からの根の進入を防ぎ、半年以上放置すること

により人為的撹乱の影響を除去した。 

５） 泥炭からの二酸化炭素放出量のシミュレーション 

 Bacho 湿地および Nakhon Si Thammarat 県の Khuan Khreng 湿地の実証試験圃場で採取した泥炭をカ

ラムに詰め、好気条件および嫌気条件下での泥炭分解速度と泥炭層厚の関係を測定した。また、温度、

pH をかえて泥炭分解速度を測定した。この結果と泥炭中の酸素拡散モデルを使い、各種水分条件下で

の泥炭層からの二酸化炭素放出量をシミュレーションした。 

６） Wetland-DNDC モデルによる泥炭からの温室効果ガス放出量のシミュレーション 

 Wetland-DNDC モデルは土壌炭素動態シミュレーションモデルとしては数少ない湛水状態に適用可

能なモデルの一つである(6)。そこで、本研究では Wetland-DNDC モデルを用いて泥炭からの二酸化炭

素・メタン放出量のシミュレーションを行った。Khuan Khreng 湿地の 2 地点から持ち帰った泥炭サン

プルを分析し、pH、土壌有機物量、透水係数、粒径分布等のパラメータを得て入力した。泥炭層深 90 

cm、降雨無しの条件で地下水位を変えて計算を行った。 

（２）泥炭湿地からの可溶性有機物流出量の推定と可溶性有機物の性状の解析 

１） 泥炭湿地の水収支 

 To Daeng 泥炭湿地域の流量観測点、主河道および標高データから集水域を推定した。また、対象流

域からの流出量の日変化を求めるために、RID（灌漑局）Muno 事務所から 7 ヶ所の流出量観測点の水

位および水門操作データを入手した。地域周辺の 27 ヶ所に簡易雨量計を設置し、日降水量の測定を農

家に依頼した。 

２） 河川水中の全有機体炭素濃度と水質 

 前項 1)の 7 ヶ所の流出量観測点のうち 4 ヶ所と、それ以外の流出河川 1 ヶ所、流入河川 2 ヶ所で、

毎月河川水をサンプリングした。このサンプルの全有機体炭素濃度を測定した。あわせて pH、電気伝

導度、アニオン濃度（塩素、亜硝酸、硝酸、リン酸、硫酸）、カチオン濃度（アンモニア、2 価鉄）、

化学的酸素要求量（COD）および紫外部吸光度（280nm）を測定した。 

３） 泥炭湿地林からの有機物流出 

 上記 1)の水収支と、上記 2)の河川水の全有機体炭素濃度の結果から、4 流域について、泥炭湿地林

からの年間の有機体炭素流出量を推定した。 

４） 泥炭中の植物細胞壁構成成分の定量 

 Bacho 湿地のオイルパームプランテーションにおいて、深さ 15、45、75、105、135、165 および 195 

cm から採取した泥炭試料（14C/12C により年代測定済：現在～2,600 年前）について、燃焼法により有

機物量を測定し、高周波誘導結合プラズマ発光分析装置（ICP-AES）により灰分中の金属種の定性およ
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び定量分析を行った。水および希アルカリに対する溶解性によりフミン、フミン酸およびフルビン酸

区分に有機物を分別し、各区分について植物細胞壁成分分析法(7)に基づき多糖の構成糖組成、リグニ

ン含有量、リグニンの化学構造の分析を行った。また Björkman の方法(8)により化学的変化を受けない

条件でリグニンを泥炭試料から単離し、1H-NMR 等により構造解析を行った。 

５） 泥炭湿地水中の可溶性有機物の定性分析 

 北海道農業研究センター生産環境部水田土壌管理研究室美唄分室が管理する美唄泥炭湿地で全有機

体炭素 80 mgL-1を含む淡褐色の湿地水を採水した。湿地水を 0.25μm のフィルターでろ過したのち濃

縮し、凍結乾燥により可溶性有機物を単離した（試料水 120 L から約 8.5 g）。本可溶性有機物につい

て NC アナライザーによる元素分析、ICP-AES による金属元素分析、種々の化学分析、分光分析（紫外・

可視部吸収、赤外部吸収、1H および 13C-NMR）および分子量分布の測定を行った。さらにアルミニウム

イオンとの凝集反応を調べた。 

 To Daeng 泥炭湿地の流出量測定点の 1 つ（RID10）で 4 回（乾季 2 回、雨季 2 回）採水した試料を

0.25μm のフィルターでろ過したのち濃縮し、凍結乾燥により可溶性有機物を単離した。この可溶性

有機物の金属元素組成を ICP-AES を用いて調べた。 

６） 植物細胞壁成分および可溶性有機物の水熱反応 

 河川により系外に流出したリグニンを主体とする可溶性有機物（リグニン変性物）は海洋に送られ

る。海水中の種々の金属イオンにより可溶性有機物は凝集し、海底に堆積する。2,200m を超す深海に

堆積した有機物は亜臨界条件下にあり、長時間かけてさらに変質し、原油となると考えられる。以上

の仮説を実証するため、以下の実験を行った。 

 ユーカリ（Eucalyptus camaldulensis）、トドマツ（Abies sachalinensis）およびモウソウチク

（Phyllostachys pubescens）の粉末を有機溶剤で抽出した後、抽出残渣について流通式超臨界水分解

装置を用いて処理した。673 K、25 MPa の条件下で 30 分間処理して得られた分解生成物を GC/MS によ

り分離、同定および定量した。その際、種々の金属イオンの触媒作用についても検討した。 

 アカマツ（Pinus densiflora）の木粉を種々の条件（温度：270～375 °C、圧力：6.0～22.0 MPa、

反応時間：10-30 分、触媒：使用・不使用）で水熱処理した。生成物の水溶性画分、油状物画分およ

び固形物画分の収量を求めるとともに、油状物画分については GC/MS により構成成分の分離、同定、

定量を行った。また、分子量分別カラムを装着した HPLC により生成物の分子量を測定した。 

 美唄泥炭湿地から単離した可溶性有機物およびモミ（Abies firma）・ブナ（Fagus crenata）材から

単離した Björkman リグニンを Hastelloy-C22 で作られているバッチ式超臨界水反応装置を用いて、超

臨界水条件（650K、22.4MPa）で 10 分間処理した。生成物を酢酸エチルで抽出し、超臨界反応生成物

をトリメチルシリル化し、GC/MS で生成物を同定した。 

（３）湛水した泥炭湿地での森林のバイオマス成長量と呼吸量の推定 

１） Melaleuca cajuputi 二次林の現存量 

 Bacho 湿地と To Daeng 湿地の様々な発達段階の Melaleuca cajuputi 二次林（林分高 0.5～15.6 m）

に、地上部現存量測定のための方形区を設置した。これらの林分では、木本植物は Melaleuca cajuputi

のみであった。野火によって 1 年前に前生林が焼失した場所に設定した方形区 5 ヶ所では、野火の後

に天然更新した Melaleuca cajuputi 全稚樹の樹高を測定した後、全植生を刈り取り、乾燥重量を求め

た。それらよりも発達した二次林に設置した方形区 17 ヶ所では、全立木の胸高直径（D）と樹高（H）

を測定し、周辺の立木で求めた D2H と地上部各器官乾燥重量との相対成長関係を用いて各方形区の地
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上部現存量を推定した。純生産量を推定するために、二次林に設置した方形区の 10 ヶ所を 1 年の間隔

をおいて胸高直径と樹高を再測し、2 ヶ所に枝葉の枯死脱落量を測定するための 1 m×5 m のリタート

ラップを設置した。リターは毎月回収し、器官別に仕分けて乾燥重量を測定し年間の枯死脱落量を算

出した。地上部現存量およびリターフォール量は、乾燥重量に 0.5 を乗じて炭素換算した。 

２） Melaleuca cajuputi 人工林の現存量 

 Nakhon Si Thammarat 県の Cha Uat 近郊に分布し、季節的に湛水する酸性硫酸塩土壌地域に植栽さ

れた Melaleuca cajuputi 人工林においてバイオマス量およびバイオマス成長量を測定した（林分 A

と B）。10 年生の Melaleuca cajuputi 人工林内に約 400 m2の方形区を 5 ヶ所、約 100 m2の方形区を 1

ヶ所設置し、全立木の胸高直径（D）と樹高（H）を測定した。さらに、方形区外の立木を伐倒、掘り

取りし、12 個体の地上部各器官乾燥重量と 11 個体の粗根（直径 2 mm 以上）の乾燥重量を測定した。

地上部各器官については D2H と各器官乾燥重量との相対成長関係を用い、粗根については D と乾燥重

量との相対成長関係を用いて各方形区の現存量を推定した。現存量は乾燥重量に 0.5 を乗じて炭素換

算した。1、2 年後に再度方形区内の全立木の D と H を測定し同じ相対成長関係式を用いて各方形区の

現存量を推定した。測定開始から 2 年間の連年バイオマス成長量と定期平均バイオマス成長量、植栽

から 12 年間の平均バイオマス成長量を現存量変化からそれぞれ推定した。 

３） Melaleuca cajuputi 人工林の細根量 

 前項 2)の測定をした Melaleuca cajuputi 人工林の林分 A に設けた方形区内で、細根量を推定する

ためのサンプリングを行った。乾季の終わりである 5 月と湛水している雨季中の 12 月に地表から、深

さ 30 cm、直径 5 cm の土壌コアを各方形区から 1 サンプルずつ採取し、2 mm メッシュの篩を通して土

壌から根を分離した。分離した根のうち直径 2 mm 以下の生きている細根を採取し、乾燥重量を測定し

た。細根量は乾燥重量に 0.5 を乗じて炭素換算した。 

 細根のサンプリングを開始した翌年からは、林分 A と B の 6 ヶ所の方形区から 2 年間で合計 5 回土

壌コアを採取し、0.5～2 mm メッシュの篩を通して土壌から根を分離し、直径 2 mm 以下の生きている

細根と枯死根の乾燥重量をそれぞれ測定した。細根の純生産量を Persson の方法(9)により算出した。

細根の回転率は、純生産量を現存量で除して求めた。 

 さらに、土壌コアを採取した穴を用いて、イングロース法による細根の純生産量推定も行った。穴

に 2 mm メッシュの網で作成した筒を挿入し、内部を同試験地の鉱質土層の土壌で満たした。土壌は、

事前に 0.5 mm メッシュの篩を通して全ての細根を取り除いたものを用いた。網を設置した 1 年後、内

部の土壌と網を掘り上げ、網内部に伸長した細根量を上記と同様に測定した。 

４） Hopea odorata 人工林の細根量と純生産量 

 上記 2)の Melaleuca cajuputi 人工林の林分 B に近接する場所に植栽された樹高 5 m 内外の 11 年生

の Hopea odorata 人工林において、1 年間で合計 3 回土壌コアを 3 サンプルずつ採取し、前項と同様

に細根量を測定し、純生産量と回転率を推定した。 

５） Melaleuca cajuputi の呼吸量推定 

Melaleuca cajupti 林の地上部の呼吸量を明らかにするため、Bacho 湿地二次林と Cha Uat 近郊の 10

～12 年生の Melaleuca cajuputi 人工林において、それぞれいくつかの試料木について樹皮と葉の表

面積あたりの呼吸速度を測定し、温度の関数として表した。幹に自作のチャンバーを取り付け、オー

プンチャンバー法で CO2アナライザ（LI6262、LI840、Li-Cor）を用いて樹皮呼吸速度を測定した（図

4）。葉付きの枝と葉をむしった枝の呼吸速度を同様のオープンチャンバー法で測定し、その差と葉面
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積から葉の呼吸速度を求めた。また、試料木を伐倒し、幹と太枝（直径 10 mm 以上）、細枝（直径 10 mm

未満）に分けて直径と長さを測定し、円柱を仮定して樹皮表面積を算出した。また試料木のすべての

葉の新鮮重量を測定し、一部のサンプルで求めた葉面積と新鮮重量の関係から、試料木の全葉面積を

推定した。試料木の樹皮面積、葉面積をDとHの関数として表し、上記2)で測定したMelaleuca cajuputi

人工林の D、H の毎木調査データを用いて、土地面積あたりの葉面積と樹皮面積を推定した。これらの

結果から、Melaleuca cajuputi 人工林の地上部の呼吸量を推定した。また同人工林で、リターを取り

除いた林床から放出される土壌と根の呼吸量をクローズドチャンバー法で測定するとともに、隣接し

た伐採地で測定した土壌の呼吸量との差を求め、Melaleuca cajuputi 人工林の根の呼吸量を推定した。 

６） オイルパームプランテーションの呼吸量推定 

 上記 5)と同様のオープンチャンバー法で樹皮と葉の呼吸速度を測定した（図 4）。試料木の D と H

を測定し、円柱を仮定して樹皮表面積を算出した。また試料木のすべての葉の葉長を測定し、一部の

サンプルから求めた葉長と葉面積の関係から、試料木の全葉面積を推定した。 

（４）泥炭土壌荒廃地での造林技術の開発と実証試験 

１） 造林樹種選抜試験 

 泥炭湿地と酸性硫酸塩土壌に造林樹種選抜試験区を設定した。a. 泥炭湿地の樹種選抜試験：Bacho

湿地において Melaleuca cajuputi が一斉更新した二次林を伐開して、マウンド区、掘り下げ区、対照

区という地下水位の異なる植栽区を設け、在来種 10 種（Alstonia spathulata、Campnosperma coriaceum、

Fagraea fragrans、Melaleuca cajuputi、Syzygium oblatum、Syzygium zeylanicum、Syzygium cinereum、

Syzygium lineatum、Syzygium kunstleri、Syzygium grande）と外来種 1 種（Eucalyptus camaldulensis）

を処理区当たり 50 本ずつ植栽し、生残と成長を継続的に調査した。b. 酸性硫酸塩土壌の樹種選抜試

験：To Hem の酸性硫酸塩土壌の無立木地にマウンドを設けて在来種 1 種（Melaleuca cajuputi）と外

来 種 6 種 （ Eucalyptus camaldulensis 、 Eucalyptus grandis 、 Melaleuca arcana 、 Melaleuca 
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bracteata、Melaleuca leucadendra、Melaleuca sp.）を 50 本ずつ（Melaleuca sp.のみ 30 本）植栽

し、生残と成長を継続的に調査した。また、マウンドを設けずに在来種 12 種（Alstonia scholaris、

Alstonia spathulata、Casuarina junghuhniana、Melaleuca cajuputi、Syzygium cerasiforme、Syzygium 

grande、Syzygium kunstleri、Syzygium longiflorum、Syzygium oblatum、Syzygium nervosum、Syzygium 

polyanthum、Syzygium pyrifolium）を乾季の終わりの 6月と雨季の始まりの 10月に 48 本ずつ植栽し、

継続的に植栽木の生残と成長の調査を行った。 

２） 造林候補樹種の環境応答機能の解析 

 酸性硫酸塩土壌への造林候補樹種として選抜した Melaleuca cajuputi、Syzygium kunstleri、

Syzygium oblatum、Syzygium nervosum の 4 種に、Syzygium grande を加えたフトモモ科樹木 5 種の根

圏の低酸素条件への反応を調べた。1 年生実生を用いて水耕栽培し、培養液に窒素ガスを通気して溶

存酸素濃度を下げる低酸素区と、空気を通気する対照区を設けた。処理期間中に、樹高と地際直径、

光合成速度および気孔コンダクタンスを適宜測定した。処理 40 日目に半数を刈り取り、地際から約 5 

cm の深さの根と地際すぐ上の茎の空隙率を求めた。また、凍結乾燥した根端の ATP、ADP、AMP を定量

し、エネルギー状態の指標となるエネルギー充足率（AEC）を計算により求めた。処理 53 日目に、各

種各処理区 3 個体ずつを選抜し、地際から 2 cm ごとに主根を切り分け、空隙率を求めた。深さごとに

主根から生える側根をすべて分け取り、その全長を測定した。それ以外の個体は、根を深さ 2 cm ごと

に主根、側根をまとめて刈り取り、乾重を測定した。 

 Syzygium 属の根の空隙が湛水環境下で通気組織として機能しているかを確かめるために､Syzygium 

grande と Syzygium oblatum の挿し木苗の根の内部の酸素濃度を測定した。培養液に空気を通気する

処理区（対照区）と培養液に寒天を 2 g L-1混ぜて通気を行わない処理区（滞水区）を設け、各処理条

件下で水耕栽培した苗の根に微小電極を差し込み、根外と根の内部の酸素濃度を低酸素条件下と酸素

十分条件下で測定した。 

 低酸素耐性の異なるフトモモ科樹木 2 種（Eucalyptus camaldulensis、Melaleuca cajuputi）を用

いて根圏の低酸素条件が光合成と光合成産物の転流に与える影響を調べた。2～4 ヶ月生実生を用いて

水耕栽培し、培養液に窒素ガスを通気して溶存酸素濃度を下げる低酸素区と、空気を通気する対照区

を設けた。処理期間中に、樹高と光合成速度、気孔コンダクタンスを適宜測定した。また、処理 4 日

後に 13C で標識した二酸化炭素を一枚の成熟葉に暴露し、12 時間後の各器官中の 13C 量を測定すること

により光合成産物の根への転流割合を調べた。処理 4 日後の葉と根における糖濃度も測定した。 

 また、Eucalyptus camaldulensis と Melaleuca cajuputi の低酸素ストレス下の根におけるエネル

ギー代謝の制限要因を調べるために､両樹種の播種後 3 ヶ月の実生苗を材料とし、水耕実験を行った。

培養液に空気通気する処理区（対照区）と窒素通気する処理区（低酸素区）を設け、4 日間処理した

後切除した根からの二酸化炭素放出速度と切除根の酸素吸収速度を測定した。全二酸化炭素放出と全

酸素吸収の差分を発酵由来の二酸化炭素放出とした。また、4 日間処理した根のスクロース分解酵素

と解糖系の酵素、発酵系の酵素の活性をそれぞれ測定した。さらに、両処理区において処理 3 日目か

ら培養液にスクロース（1 mM）を添加して栽培した苗とグルコースを添加して栽培した苗、何も添加

せずに栽培した苗について処理 4 日目の根の ATP と ADP、AMP 量の測定値から AEC を算出した。 

３）実証試験圃場の設置と土壌呼吸測定 

 水位管理と造林による熱帯泥炭湿地管理の実証試験のため、Nakhon Si Thammarat 県の Khuan Khreng

の排水されている泥炭湿地荒廃地に 2 ブロックの試験圃場を造成した（図 5）。試験圃場を造成した泥
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炭地域は過去において頻繁に河川洪水が

発生していた。その結果、この地域の泥炭

土壌表層は 20 cm 位の厚みを持つ粘土層で

覆われている。この粘土層を剥ぎ取り、剥

ぎ取った粘土を用いて、堤防を築いた。表

層の粘土層を剥ぎ取った部分を常時湛水

状態で管理する湛水ブロックとした。また、

表層の粘土層を剥ぎ取った上に、周りから

集めた泥炭土壌を 1 m の厚みで埋め戻し、

年間を通しほぼ冠水しない開発地域ブロ

ックとした。両ブロックに造林候補樹種

の Melaleuca cajuputi の苗を 2 m×2 m の

間隔で植栽した。両ブロックの土壌温度、

地下水位等の環境条件および泥炭の沈降

速度のモニタリングと土壌呼吸量の測定

を行った。 

 ４） 地温の日変動に伴う呼吸量変化の

シミュレーション 

 前項 3)の土壌呼吸速度の測定から、温度

と土壌呼吸速度が逆相関を示すという常

識とは異なる結果が得られたため、泥炭を詰めたカラムを用いた室内実験により、この現象の解明を

試みた。Nakhon Si Thammarat 県の Khuan Khreng の不飽和泥炭を試料として用い、試料中への酸素供

給が制限されないように、1.5 cm 程度の厚さのカラムを用意し、恒温チャンバー内で試料温度を変え

ながら、クローズドチャンバー法により土壌呼吸速度を測定した。土壌呼吸速度と地温分布の時間変

化から、地表温度と土壌呼吸速度の関係をシミュレートした。ただし、現地の地温は地表に加え 3 つ

の深さでしか測定されていないため、現地データから温度拡散係数を推定した上で熱伝導方程式を解

き、さまざまな深さの地温の経時変化を推定した。なおこれまでの研究成果をふまえ、40cm 深さまで

が酸素供給に律速されずに土壌呼吸が行われると仮定した。 

５） 実証試験圃場造林試験 

 上記 4)の実証試験圃場の両ブロックに 2 m×2 m の間隔で植栽した Melaleuca cajuputi の樹高と地

際 20cm 高の直径を適宜測定し､成長および生存率を調べた。また、適宜補植を行い､同様の測定をした。 

 原生湿地林構成樹種から、常時湛水環境への植栽可能樹種を選抜するために、前年に植栽し

た Melaleuca cajuputi の列間に在来種 11 種（Alstonia spathulata、Baccaurea bracteata、

Campnosperma coriaceum、Melaleuca cajuputi、Syzygium cinereum、Syzygium kunstleri、Syzygium 

longiflorum、Syzygium oblatum、Syzygium polyanthum、Syzygium pyrifolium、Vatica pauciflora）

の苗を 1 m×2 m の間隔で平成 18 年に植栽し、植栽木の生残と成長の調査を行った。 

 さらに翌年、在来種 10 種（Alstonia spathulata、Baccaurea bracteata、Campnosperma coriaceum、

Syzygium cinereum、Syzygium kunstreli、Syzygium longiflorum、Syzygium oblatum、Syzygium 

polyanthum、Syzygium pyrifolium、Vatica pauciflora）の 2-3 年生のポット苗を用いて、湛水順化
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処理試験を行った。苗畑において､湛水処理苗はポットをたらいに入れて苗木の地上 0 から 5 cm に水

位が保たれるように湛水状態を維持し、対照苗は水が抜ける状態で毎日潅水して育苗した。4 ヶ月間

苗畑で処理した後、実証試験圃場の湛水区に各種各処理 9 本ずつ植栽した。 

 湛水処理前後に苗木の樹高と地上 10 cm の幹直径を測定した。また、湛水環境への形態的な適応反

応である、通気組織の発達の湛水順化処理による影響を調べるために、主根上部と幹下部の空隙率を

測定した。植栽前、植栽後 1、5 日目に植栽苗の光飽和光合成速度と気孔コンダクタンスを LI6400

（Li-Cor）を用いて測定し、植栽前と植栽後 5 日目に光化学系Ⅱの最大量子収率を MINI-PAM（Walz）

を用いて、葉の単位面積葉緑素量を SPAD-502（ミノルタ）を用いて測定した。植栽 1.5 ヶ月後と 4 ヶ

月後に植栽木の生残を調べた。 

（５）東南アジアの泥炭湿地開発地面積の推定 

 東南アジア全域をカバーするデジタル土壌図、最新の衛星リモートセンシング画像データとデジタ

ル標高データを用いて、東南アジア全域における熱帯泥炭湿地の分布と開発された面積をより正確に

求めることを目的とした。衛星画像として、MODIS の 1 ヶ月合成画像（NASA 2007）と Landsat TM、 ETM+

データの合成画像（MDA Federal 2004）を使用した。毎日撮影された Terra／Aqua 衛星 MODIS 画像の

うち表面反射輝度の大気補正処理が施されている MODIS データプロダクトの MOD09 というデータを用

い、さらに 1ヶ月間の画像データを用いて、被雲領域が最小となるように合成された MODIS 500m 32-day 

Composite データを使用した。この MODIS1 ヶ月合成画像は、アメリカ・メリーランド大学（GLCF: 

Global Land Cover Facility ） の MODIS プ ロ ダ ク ツ ダ ウ ン ロ ー ド 専 用 ホ ー ム ペ ー ジ

（http://glcfapp.umiacs.umd.edu:8080/esdi/index.jsp）からダウンロードした。もう 1 種類の衛星

リモートセンシング画像データとして、地球観測衛星 Landsat 5 号、7 号が撮影した TM, ETM+データ

をもとに 2000 年を基準年として、被雲領域を最小にした全球をカバーする Geocover データ

（http://glcf.umiacs.umd.edu/data/mosaic/index.shtml）を用いた。 

 FAO が提供しているデジタル土壌図のラスター型データセット（約 9.3km×9.3km の地上解像度）を

用いて泥炭土壌の分布を調べた。インドネシアにおいては、縮尺 5 万分の 1 から 10 万分の 1 程度の土

壌図からデジタイズされたベクター型のデジタル土壌データが入手できたので、これも合わせて用い

た。 

 まず、FAO 世界土壌図により熱帯泥炭湿地土壌が分布する地域を絞り込み、解析対象となる衛星画

像範囲を特定した。次に 1 ヶ月合成 MODIS 画像データあるいは Geocover データを用いて、熱帯泥炭湿

地土壌地域内の土地被覆分類を行った。MODIS データの場合は森林（多～少植生）、開発地（極少～無

植生）、水域の 3 種類、Geocover データの場合は湿地林、二次林、裸地・市街地、プランテーション・

開発地、被陰地・水域、雲の 6 種類の土地被覆種を与え、各土地被覆種の面積を積算した。 

（６）泥炭湿地の土地利用別の炭素収支の推定 

 本研究で得られた成果を総合し、不足分は文献データを加え、泥炭保全・湿地林再生プロジェクト

を行った場合のMelaleuca cajuputi人工林とベースラインの土地利用であるオイルパームプランテー

ションと放棄地の炭素収支を生産生態学の定法により推定した。 

 

４．結果・考察 

（１）泥炭分解による二酸化炭素放出量の推定と水管理による泥炭保全の効果の解析 

１） 熱帯湿地林の炭素収支 
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 植物各器官の呼吸速度に土壌有機物

分解速度を加えて計算した森林生態系

の CO2 放出速度は炭素換算値で 8.8 

tC ha-1 y-1となった（図 6）。また、この

うちで根、泥炭、リターといった湛水面

下の寄与率は全体の 60%を占めており、

葉、枝、幹を起源とする地上部の呼吸速

度以上の値をとっている。根の呼吸量は

地上部器官の呼吸量に匹敵しており、森

林における炭素収支を明らかにする上

で、土壌を含めた地下部の炭素動態を定

量的に把握することの重要性が示唆さ

れる。 

 また、総光合成量が 12.5 tC ha-1 y-1

に対し、総放出量が 8.8 tC ha-1 y-1であ

り、その差から計算される 3.7 tC ha-1 y-1

がこの森林生態系による大気からの正

味の炭素吸収量と推定された。こうした

正味吸収量は、森林のバイオマスとして

35％程度蓄えられる以外は、泥炭として

水面下に蓄積されるものと流出水に伴

う系外への流出量とに分けられる。流出

量（α）は後で述べるように、本研究に

より 1 tC ha-1 y-1と推定されるため、泥

炭の蓄積速度は、1.4 tC ha-1 y-1と見積

もられる。 

２） 泥炭層の分布と厚さ 

 測定した泥炭層の厚みは、測定深の限

界が 200 cm であったので、測定値は 0 cm

から 200 cm の間に分布したが、厚みの

推定値は 0 cm から 240 cm の間に分布した。泥炭は当該地域の地形的特徴である 3 本の砂列帯に挟ま

れる地域の中心部に厚く分布し、砂丘上には泥炭層は薄い、もしくは存在しないことが確認された（図

7）。さらに、3 本の砂列帯に挟まれる泥炭湿地の約 4,125 ha の範囲で泥炭層の厚みの平均値を求めた

ところ、約 1.1 m と計算された。これより対象地区の泥炭層の総体積は、45,643,000 m3と推定された。

なお、泥炭層の厚みの推定値と実測値との比較のよる推定誤差は、±10 cm 程度であった。また測定

地点の位置座標は、簡易ディフェレンシャル GPS 測位を応用したため、単独 GPS 測位の場合よりも高

い測位精度（誤差約 10 m 以内）が得られた。当該地域の泥炭層の厚み分布図を作成し、デジタルデー

タ化したことにより、今後、泥炭層の厚みの平面的な変化を求めることが可能となり、炭素の放出量

や蓄積量を算定するのに役立つと期待される。 

 

図 7. Bacho 湿地の泥炭層の分布と厚さ 

図 6. 熱帯泥炭湿地林の炭素収支 
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 ３） 泥炭の消失速度の測定 

 Bacho 湿地の開発区は、雨季には地表近く

まで地下水位が上昇するが、乾季には地下水

位が地表面下 50 cm～90 cm 位に低下してい

る。これに対し、 Bacho 湿地の保全区

の Melaleuca cajuputi 二次林は乾季にもな

るべく地下水位が高くなるような水管理が

行われている。泥炭蓄積速度は 0.2 cm y-1前

後であるが、1983～2005 年までの 22 年間で

の開発区の泥炭消失速度は 4.4 cm y-1であっ

た（図 8）。開発区ではこの期間に 3 回、野火

発生による泥炭焼失がみられた。泥炭消失曲

線から、分解による泥炭消失速度が 1.8 cm y-1、

野火による泥炭焼失速度が 2.6 cm y-1と推定

された。1995～2005 年までの 10 年間での保

全区の泥炭消失速度は 0.2 cm y-1であった。開発区の野火による炭素放出は 21 tC ha-1y-1と大きな量

であり、野火が発生していなければ、開発区の炭素放出は 14 tC ha-1y-1 と推定された。これに対し、

保全区での炭素放出量は 1.2 tC ha-1y-1と推定された。 

４） 泥炭からの二酸化炭素放出量のモデル化 

 ① 地下水位 10 cm～-5cm（5 cm の冠水）の範囲で泥炭からの二酸化炭素放出量を調べた結果、土壌

呼吸量は 0.7～1.5 tC ha-1 y-1 の値を示し、土壌水分が飽和あるいは飽和に近い条件では土壌呼吸量

が非常に低いことがわかった（図 9）。 
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図 8. 泥炭開発地域の開発区と保全区における泥炭沈下 

● 開発区、○ 野火による焼失がなかった場合の開発区、－ 保全区 
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 ② 二酸化炭素放出量は地下水位を変数とするロジスティック関数により表され、地下水位が地表面

下 20cmよりも低くなると水位低下に伴い放出量が急激に増加することがわかった（図 10）。また、Bacho

湿地の開発区の二酸化炭素放出量は、地下水位・冠水位の変化により、0.9～24 tC ha-1 y-1 の範囲で

変動することが予想された。すなわち、泥炭分解による二酸化炭素放出量は、常時湛水を維持した場

合は 0.9 tC ha-1 y-1に留まるが、排水を徹底させた場合は 24 tC ha-1 y-1に達すると推定された。 

 ③ 水位条件を泥炭の体積含水率に変換して二酸化炭素放出量との関係を調べた結果、体積含水率が

50～70%の範囲では放出量が 24 tC ha-1 y-1でほぼ一定であり、含水率がそれ以下になると放出量が急

激に減少することがわかった。 

 ④ 現地で集積された地下水位変化のデータと b で求めた関数から、放棄された開発区からの二酸化

炭素放出量を推定した（図 11）。冠水期間が 3 ヶ月あり、完全に乾地化していない場所の泥炭分解に

よる二酸化炭素放出量は 7.2 tC ha-1 y-1と推定された。 

５） 泥炭からの二酸化炭素放出量のシミュレーション 
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図 13. 不飽和泥炭層厚の増加と炭素放出速度

の変化（地温28℃、pH4、不飽和層の間隙率87.5%、

気相率 41%と仮定） 
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 インキュベーション実験の結果、嫌気状

態でも泥炭から 1.1 tC ha-1 y-1程度の二酸

化炭素放出があることがわかった。また、

酸素の供給が律速因子にならない時の二

酸化炭素放出速度を求めると、pH 4～6 の

範囲では違いが見られなかったが、pH 7 で

は 1オーダー近く大きくなることがわかっ

た（図 12）。この結果は、開発による pH 矯

正が泥炭分解を加速させる可能性を示唆

している。この値を使って不飽和泥炭層に

酸素拡散モデルを適用し、実測された好気

状態での放出量をシミュレートしたとこ

ろ、水分不飽和の泥炭層が 50 cm 以上ある

場合に放出量が最大値 21 tC ha-1 y-1 をと

ることが示された（図 13）。この結果は b

の現地測定の結果と良く一致した。 

６） Wetland-DNDC モデルによる泥炭か

らの温室効果ガス放出量のシミュレーシ

ョン 

 2 地点で採取した泥炭試料の分析結果に

表 1. Wetland-DNDC モデルによる泥炭からの放出量推定値 

温室効果ガス放出量は温暖化係数を乗じている 

 地下水位 CO2 N2O CH4 
温室効果ガス

放出量 

 (cm) (tC ha-1 y-1) (kgN ha-1 y-1) (kgC ha-1 y-1) (tC ha-1 y-1) 
地点 1 -10 0.2 0.1 197.6 1.8 

 0 0.2 0.1 197.6 1.8 
 10 4.3 1.7 -6.0 4.5 
 20 4.3 1.7 -6.0 4.5 
 30 4.3 1.7 -6.0 4.5 
 40 4.3 1.7 -6.0 4.5 
 50 4.3 1.7 -6.0 4.5 
     

地点 2 -10 0.1 0.0 142.5 1.2 
 0 0.1 0.0 142.5 1.2 
 10 4.1 1.3 -5.0 4.2 
 20 4.1 1.3 -5.0 4.2 
 30 4.1 1.3 -5.0 4.2 
 40 4.1 1.3 -5.0 4.2 
 50 4.1 1.3 -5.0 4.2 
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X171
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図 14. To Daeng 泥炭湿地域の河道および集水域 



S-2-2a-15  

基づき、Wetland-DNDC モデルを用いて二酸化炭素・亜酸化窒素・メタン放出量のシミュレーションを

行った（表 1）。その結果、湛水状態か非湛水状態かによって大きな違いとなった。湛水状態になると、

二酸化炭素放出量が減りメタン放出量が増加するが、二酸化炭素放出量の減少分が大きいため、湛水

状態での温室効果ガス総放出量が少なくなる結果を得た。白戸(2006)は、日本の水田において DNDC

は総炭素量動態を精度よく予測できたことを報告しており(10)、現在のところ適合性の高いモデルであ

表 2. 流量観測結果 

年 月 RID16 (15.7*) RID6 (18.5*) RID10 (8.5*) RID11 (16.1*) RID14 (17.6*) RID13 (15.7*) RID1 (8.92*) 
  (1000 t) (mm) (1000 t) (mm) (1000 t) (mm) (1000 t) (mm) (1000 t) (mm) (1000 t) (mm) (1000 t) (mm)

2003 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 766 86 
 8 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 895 100 
 9 4096 261 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
 10 18680 1190 4141 224 2554 300 9990 620 23143 1315 26470 1686 289 32 
 11 15243 971 10299 557 2668 314 10640 661 28855 1639 27281 1738 398 45 
 12 16582 1056 16677 901 0 0 20319 1262 22831 1297 36633 2333 170 19 

2004 1 3059 195 10590 572 0 0 0 0 0 0 1471 94 2479 278 
 2 0 0 2613 141 0 0 0 0 0 0 0 0 1133 127 
 3 0 0 359 19 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 28 3 
 5 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 452 51 
 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 916 103 
 7 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 896 100 
 8 3307 211 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1027 115 
 9 0 0 7203 389 0 0 0 0 0 0 0 0 1092 122 
 10 12497 796 11241 608 1554 183 7888 490 34890 1982 18934 1206 1210 136 
 11 18983 1209 10257 554 12308 1448 22052 1370 14801 841 42800 2726 1535 172 
 12 9427 600 4791 259 4511 531 7369 458 0 0 22105 1408 130 15 

2005 1 3709 236 0 0 0 0 0 0 264 15 0 0 773 87 
 2 1510 96 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
 5 0 0 142 8 0 0 0 0 0 0 0 0 1065 119 
 6 0 0 204 11 0 0 0 0 2231 127 548 35 9720 1090 
 7 0 0 0 0 0 0 0 0 6045 343 5231 333 7271 815 
 8 253 16 0 0 0 0 0 0 2696 153 2337 149 8408 943 
 9 2634 168 2343 127 916 108 0 0 4135 235 5640 359 10499 1177
 10 0 0 1831 99 0 0 0 0 6854 389 11233 715 21490 2409 
 11 0 0 0 0 1841 217 0 0 9776 555 16205 1032 3067 344 
 12 0 0 0 0 9964 1172 0 0 8903 506 24891 1585 0 0 

2006 1 76 5 0 0 3226 380 0 0 7399 420 14828 944 0 0 
 2 0 0 0 0 779 92 0 0 0 0 516 33 0 0 
 3 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 104 7 0 0 
 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
 5 0 0 7498 405 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
 6 0 0 4663 252 3589 422 0 0 137 8 5822 371 0 0 
 7 0 0 0 0 1916 225 0 0 5883 334 10408 663 0 0 
 8 0 0 0 0 2273 267 0 0 8817 501 11459 730 0 0 
 9 0 0 0 0 1634 192 0 0 8328 473 9116 581 0 0 
 10 0 0 0 0 2518 296 0 0 3270 186 16231 1034 4488 503 
 11 1938 123 4210 228 2531 298 0 0 0 0 13367 851 5332 598 
 12 4533 289 5693 308 3446 405 0 0 0 0 13955 889 15416 1728 

2007 1 2461 157 3554 192 2284 269 0 0 0 0 10474 667 17902 2007 
 2 2627 167 3554 192 0 0 0 0 0 0 0 0 5837 654 

*流域面積（km2） 
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ると評価されている。しかし、このモデルでは地下水位の低下による二酸化放出量の変化がほとんど

なく、実測値と一致しない。モデルの改良が必要であり、このための基礎データの蓄積が必須である。 

（２）泥炭湿地からの可溶性有機物流出量の推定と可溶性有機物の性状の解析 

１） 泥炭湿地の水収支 

図 14 に To Daeng 泥炭湿地域の流量観測点、主河道および標高データから推定した集水域を示す。

それぞれ、観測点は管理機関での名称を採用している。（“RID”は RID Muno 事務所管轄、”SP”は RID 

Ban Nara 事務所管轄、”X”は他省庁の事務所の管轄）。このうち To Daeng 泥炭湿地林に流入する河川

は SP1、および X182 である。To Daeng 泥炭湿地林から流出する 7 河川（RID12、 RID13、 RID11、 RID10、 

RID6、 RID16、 RID1）の水門における日流出量を表 2 に示す。 

２） 河川水中の全有機体炭素濃度と水質 

 To Daeng 泥炭湿地林に流入する河川のうち X182 は上流域に市街地があり、生活排水が混入してい

る可能性がある。もう一つの流入河川である SP1 の全有機体炭素濃度は、雨季・乾季に関係なく 1.1

～3.8 mgC L-1（2006.2 の 11.2 mgC L-1 を除く）とほぼ一定であった（表 3）。泥炭湿地林から流出す

る河川の全有機体炭素濃度は大きな変化が見られた。例えば、RID12 では 2.3～25.9 mgC L-1、RID6 で

は 1.4～14.2 mgC L-1であった。雨季・乾季による全有機体炭素濃度には明瞭な違いはなかった。流入

水に比べ流出水の化学的酸素要求量（COD）、280 nm 吸光度および電気伝導度が高く、pH が低い傾向が

表 3. 河川水中の全有機体炭素濃度（mgC/L） 

採取時期  To Daeng 湿地 Bacho
湿地 

Bang 
Nara 川年 月  X182 SP1 SP2 RID1 RID6 RID10 RID12

2004 8  7.1 2.2 8.9 28.7 8.9 7.1 14.1 30.3 4.6 

 9  5.5 1.9 3.6 9.7 1.4 1.8 3.1 17.4 2.8 

 10  7.8 1.9 5.9 15.7 6.8 3.6 13.0 46.9 4.5 

 11  11.9 1.9 10.7 15.1 8.2 21.5 6.8 34.5 3.4 

 12  7.4 2.1 4.2 9.0 6.2 18.6 13.1 12.9 2.5 

2005 1  4.0 1.2 5.8 8.2 8.3 4.3 16.1 24.4 2.2 

 2  5.0 1.1 5.7 12.0 8.3 6.5 14.8 21.6 1.8 

 3  3.6 2.3 6.5 16.5 6.2 6.6 2.3  2.8 

 4  3.3 2.5 7.2 16.9 2.0 1.6 2.3 15.3 3.2 

 5  3.7 2.8 7.0 23.0 2.4 3.8   3.2 

 6  12.5 2.3 4.0 26.0 6.4 1.2 12.7 21.9 5.9 

 7  7.8 2.0 6.8 21.7 9.6 12.3 14.4 39.5 3.1 

 8  9.5 1.7 10.0 19.5 9.1 9.6 18.6 47.2  

 9  7.4 3.1 6.6 21.1 10.7 9.3 18.0 20.3 3.9 

 10  8.4 2.8 12.1 17.8 7.8 6.6 15.9 19.7 3.1 

 11  6.5 2.3 8.2 9.3 13.1 29.7 25.9 52.6 4.6 

 12  6.8 2.1 16.9 7.5 7.8 20.1 17.7 72.4 4.3 

2006 1  11.7 1.5 10.2 7.5 6.7 16.8 10.1 42.8 3.0 

 2  6.5 11.2 9.1 11.8 14.1 12.1 17.1 44.1 2.4 

 3  4.8 1.3 9.0 12.3 12.1 12.1 17.6 32.4 2.9 

 4  5.4 1.9 6.7 14.3 13.8 9.4 15.6 68.0 2.6 

 5  5.0 2.2 5.2 8.3 7.1 4.3 12.6 29.7 3.9 

 6  9.2 3.8 7.3 18.7 14.1 21.1 17.3 48.5 5.5 

 7  6.8 2.1 12.8 20.8 14.2 30.0 22.6 47.1 2.5 
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あった。これらの結果より、泥炭湿地林から変性して可溶化した芳香族有機物が溶出していることが

推測された。 

 ３） 泥炭湿地林からの有機物流出 

 河川水中に含まれる全有機体炭素濃度、河川流量、流域面積から、泥炭湿地林から流出する有機体

炭素の流出量は 1 tC ha-1 y-1と推定された。 

４） 泥炭中の植物細胞壁構成成分の定量 

 植物細胞壁のリグニン量は 20～25％、細胞壁多糖は 70～75％であるが、Bacho 湿地の泥炭試料中の

リグニン量は 77～87％であった（表 4）。泥炭中のリグニンの酸可溶区分は深さとともに増加し、また

ニトロベンゼン酸化生成物の酸／アルデヒド比が植物細胞壁中のリグニンの値 0.05～0.10 に比べて

極めて高く、蓄積年代の古い下層ほど大きくなっていた。このことは泥炭中のリグニンは蓄積中に微

生物により著しく変性をうけ、水親和性の高いカルボキシル基が導入されていることを示している。 

５） 泥炭湿地水中の可溶性有機物の定性分析 

 美唄湿地水中の可溶性有機物を単離してアセチル化し、1H-NMR スペクトルの測定したところ、リグ

ニンに特有のグアヤシル核およびシリンギル核のプ

ロトンおよびアセチル化された芳香族水酸基が認め

られた。芳香核の存在は紫外部吸収スペクトルから

も確認された。13C-NMR スペクトルには有意なシグナ

ルは認められなかったが、これは試料中の芳香核が

高度に縮合していることによると考えられる。C9 単

位の示性式は C9H10.8O13.4(Protein)0.68であり、植物細

胞壁中のリグニンのC9H12O4.7(Protein)0.0と比較して

著しく酸化された構造であることを示していた。ま

た、アルカリ性ニトロベンゼン酸化生成物の酸／ア

ルデヒド比が極めて高い（1.21；植物細胞壁中のリ

グニンおよび泥炭中のリグニンではそれぞれ 0.05

～0.1 および 0.3～0.7）という特徴を示した。以上

から、この可溶性有機物は著しく変性されたリグニ

ンが主成分であることを確認した。推定構造を図 15

に示す。 

表 4. 泥炭試料のリグニン量およびリグニンの化学構造 

深さ（cm） 
リグニン量（重量%） 

メトキシル基
量（mol/200g）

ニトロベンゼン酸化生成物 

Klason 
リグニン 

酸可溶 
リグニン 

総量
全収率
（mol/lignin）

酸/アル
デヒド比 

ｼﾘﾝｷﾞﾙ/ｸﾞｱ
ﾔｼﾙ比 

15 86.2 0.61 86.8 0.25 3.44 0.38 0.6 

45 82.2 0.76 82.9 0.35 5.83 0.38 1.09 

75 76.4 0.8 77.2 0.54 10.56 0.31 0.89 

135 86.2 1.22 87.4 0.32 5.96 0.66 0.84 

165 85.9 1.3 87.1 0.33 8.28 0.59 1.18 

195 84 2.17 86.2 0.21 4.53 0.31 1.13 
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図 15. 美唄湿地水中の可溶性有機物の推

定化学構造 
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 この可溶性有機物を再度水で溶解し、アルミニウムを加えて凝集反応を調べたところ、pH が 4.6 よ

り高くなると、ほぼ全量が凝集し、沈殿した。これは、アルミニウム等の金属イオン存在する環境下

では河川底や海底に可溶性有機物が沈殿する可能性を示している。 

 To Daeng 泥炭湿地の 4 つの試料からそれぞれ 1.1 g 以上の可溶性有機物が単離された。この可溶性

有機物および美唄泥炭湿地の試料から単離した可溶性有機物の無機元素組成を表 5 に示す。 

６） 植物細胞壁成分および可溶性有機物の水熱反応 

 超臨界水分解生成物中に多糖由来のフルフラールおよびリグニン由来の芳香族モノマー（バニリン

 

 
図 16. モミ（上）、ブナ（中）Björkman リグニンおよび石狩川泥炭湿地からの可溶性有機物（下）

の超臨界水反応生成物の全イオンクロマトグラム 

1: phenol, 2: cresol, 6: guaiacol, 10: 4-methylguaiacol, 11: catechol, 13: syringol, 15: 
4-methylcatechol, 16: 3-methylcatechol, 17: 4-ethylcatechol, 18,20,23: dimethylcatechol, 19: 
4-methylsyringol, 21: pyrogallolmonomethyl ether, 23: vanillin, 24: syringaldehyde, 25: 
4-methylpyrogallol monomethyl ether, 26: 3,4-dihydroxyacetophenone, 27: pyrogallol, 29: ethylvanillin 
(IS), 30: 3,4-dihydroxyphenylpropene, 32: gallaldehyde, 33: 3,4-dihydroxybenzaldehyde, 38: 
3,4-dihydroxyacetophenone, 46: 3,4-dihydroxy phenylpropanol, 50: dehydrodiguaiacol, 51: 
dehydrodicatecholmonomethyl ether (下線: 脱メチル誘導体, ●: catechol 誘導体, □: pyrogallol
誘導体) 
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等）が主成分として得られた。また種々の脂肪族炭化水素の生成も確認された。同様な試験を種々の

金属イオンを添加して行ったところ、海水中の主要成分のひとつであるマグネシウムが反応を促進し

た。 

 アカマツ木粉の水熱処理生成物の水溶性画分、油状物画分および固形物画分の収量を求めたところ、

触媒として炭酸カリウムを添加すると、油状物画分の収量が比べ著しく増加し、固形物画分（未反応

の残渣および炭化物）の収量が大幅に減少した（表 6）。GC/MS により、この油状物中にリグニン由来

のフェノール化合物を中心として約 20 種の生成物が同定された。 

 超臨界水条件下でリグニンは数秒のうちに、構成単位間のエーテル結合が速やかに開裂し、種々の

単量体グアヤシルおよびシリンギル誘導体を生成することが知られている。可溶性有機物が深海中に

長時間滞留（100 年から 1000 年のオーダー）することを考慮し、リグニンをより長い時間超臨界条件

で処理した。Björkman リグニンを超臨界水条件で 10 分間処理したときの主要な生成物は、グアヤシ

ルおよびシリンギル誘導体に加えて、それらのメトキシル基のメチル基が脱離したカテコール誘導体

とピロガロール誘導体であった。泥炭湿地水中の可溶性有機物の同様な処理での生成物も、ほとんど

がカテコールおよびピロガロール誘導体であった（図 16、17）。このことは美唄泥炭湿地から単離し

た可溶性有機物の主成分は被子植物由来のリグニンであることを示している。超臨界水条件下でのリ

グニンの主要な反応のひとつは、脱メトキシル反応ではなく、メトキシル基からの脱メチル反応であ

ることが確認された。脱メチル反応に加えて、芳香核から遊離したメチルカチオンがイオン反応で芳

香核と反応して様々な誘導体が生成したと考えられる。しかしこのような反応は、芳香核から遊離し

たメチルの 5％以下であり、生成したメチル基の 95％の行方は不明であり、おそらくメタンおよびメ

タノールとなっているであろう。リグニンモデル化合物を用いてさらに長時間（30－240 分）の超臨

界水反応を行ったところ、グアヤシル核のメトキシル基の 80％が脱離すること、またシリンギル核の

場合、脱メトキシル基反応によりグアヤシル核を経て、カテコール誘導体が生成することも確認され

た。 

表 5. 泥炭湿地水から単離した可溶性有機物の無機元素組成 (g kg-1) 

 Al Ca Fe K Mg Na P Total 

美唄   - 22.5 - 12.1 10.8 54.5 1.7 101.7

ToDaeng -0312 11.8 75.6 4.8 55.3 20.8 79.2 0.9 248.5

ToDaeng -0403 5.6 68.0 3.6 89.8 17.2 195.9 0.2 380.3

ToDaeng -0503 8.7 31.9 3.1 108.0 15.0 139.0 0.3 305.9

ToDaeng -0512 14.3 21.4 9.9 18.4 16.1 56.9 0.3 136.2

表 6. アカマツ木粉の水熱処理反応生成物（280℃、15 min）への K2CO3添加の効果 

Run 

No. 

K2CO3 

M 

変換率

% 

油分, wt% ガス分 

wt % 

水可溶分 

wt % 

固形残渣

wt % Oil-1 Oil-2 Oil-3 Total

1 0 58 1.3 0.1 7.2 8.6 9.4 40.0 42 

2 0.235 64 5.9 1.1 10.8 17.8 11.4 34.8 36.0 

3 0.47 87 9.9 2.6 23.4 35.9 9.6 41.5 13.0 

4 0.94 96 15.2 1.5 17.0 33.7 11.0 51.3 4.0 

5 Dry 61 3.0 - 8.1 8.5 45 7.5 39 
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（３）湛水した泥炭湿地での森林のバイオマス成長量と呼吸量の推定 

１） Melaleuca cajuputi 二次林の現存量 

 直径階分布から、Melaleuca cajuputi 林は、大規模な撹乱のあとに一斉に天然更新した、ほぼ同齢

の個体からなる林分と推定された。野火後1年を経過した場所の稚樹密度は120,000～910,000 本 ha-1

の範囲にあり、地上部現存量は乾燥重量 1.5±0.2 tC ha-1であった。林分高が 3.7～15.6 m の二次林

では、立木密度が 2,950～44,000 本 ha-1の範囲に、地上部現存量（炭素換算）が 6.8～53.2 tC ha-1

の範囲にそれぞれあった。地上部現存量の年増加量は 3～8 tC ha-1y-1の範囲にあり、年リターフォー

ル量（炭素換算）は約 1 tC ha-1y-1であり、その 90％以上を葉が占めていた。 

２） Melaleuca cajuputi 人工林の現存量 

① 現存量：季節的に湛水する酸性硫酸塩土壌地域に植栽された 12 年生の Melaleuca cajuputi 人工

林は平均樹高 11～13 m、平均胸高直径 8.9～12 cm、胸高断面積合計 20～34 m2 ha-1であった（表 7）。

地上部現存量は、花と実を入れた地上部総乾燥重量と D2H の相対成長式を用いた方法で 31～56 tC ha-1

と推定された。また、細根を含まない地下部現存量は、地上部現存量の 30%程度に当たる 9.1～16 tC ha-1

と推定された。 
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図 17. モミ、ブナ Björkman リグニンおよび美唄泥炭湿地からの可溶性有機物の超臨界水反応生成

物 
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表 10.  Melaleuca cajuputi 林の細根純生産量(tC ha-1y-1)と回転率(y-1) 

 林分 A 林分 B  全平均

 1 2 3 平均 4 5 6 平均  

純生産量 0.51  0.51  0.61 0.54 0.66 0.34 0.68  0.56   0.55 

回転率 1.2  0.9  1.3 1.1 1.0 0.6 1.5  1.0   1.1  

表 7. 2005 年の Melaleuca cajuputi 林の現存量 

林

分 

方

形

区 

幹密度 

(ha-1) 

胸高断面

積合計

(m2 ha-1) 

胸高

直径 

(cm) 

樹

高 

(m)

現存量 (tC ha-1) 

幹 枝 葉 地

上

部

根 合

計

A 1 2368  28  12.0 13 36 5. 2. 44 15.0 59  

A 2 2042  20  11.0 12 27 3. 1. 33 10.0 43  

A 3 3077  20  8.9 11 26 2. 1. 31 9.1 40  

B 4 4063  34  10.0 13 46 5. 2. 56 16.0 72  

B 5 3308  26  9.7 12 36 4. 2. 43 12.0 56  

B 6 3756  31  9.8 12 42 5. 2. 50 15.0 65  

 

表 8.  Melaleuca cajuputi 林の成長量 (tC ha-1 y-1) 

林
分 

方
形
区 

 
連年（2005-2006）
成長量 

 連年
（2006-2007）成
長量 

 
定期平均（ 2005- 
2007）成長量 

 
平均（1995-2007）
成長量 

 地上
部 

根 合計  地
上
部

根 合
計

 地上
部 

根 合計  地
上
部 

根 合
計 

A 1  -1.6  -0.2  -1.8   3.2 2.9 6.1  0.8 1.3 2.1   3.7  1.2 4.9 

A 2  -2.6  -0.4  -3.0   0.7 1.2 2.0  -1.0 0.4 -0.5   2.7  0.8 3.6 

A 3  -2.3  -0.3  -2.6   2.5 1.8 4.3  0.1 0.7 0.8   2.6  0.8 3.4 

B 4  -0.9  0.2  -0.7   6.0 2.6 8.6  2.6 1.4 4.0   4.6  1.4 6.0 

B 5  1.9  0.6  2.5   3.9 1.5 5.5  2.9 1.1 4.0   3.6  1.0 4.6 

B 6  1.6  0.7  2.4   4.5 2.0 6.5  3.0 1.4 4.4   4.2  1.2 5.4 

 

表 9.  Melaleuca cajuputi 林の細根量(tC ha-1) 

 林分 A 林分 B  全平均

 1 2 3 平均 4 5 6 平均  

2005 年 5 月 0.53 0.50 0.61 0.55       

2005 年 7 月 0.70 0.87 0.61 0.72 0.83 0.37 0.78 0.66  0.69 

2005 年 12 月 0.27 0.57 0.38 0.41 0.91 0.66 0.58 0.72  0.56 

2006 年 5 月 0.57 0.75 0.43 0.58 0.77 0.60 0.82 0.73  0.66 

2006 年 6 月 0.41 0.59 0.47 0.49 0.65 0.54 0.47 0.55  0.52 

2006 年 10 月 0.59 0.74 0.26 0.53 0.78 0.82 0.82 0.81  0.67 

2007 年 6 月 0.65 0.45 0.87 0.66 1.19 0.52 0.79 0.83  0.74 

2007 年 10 月 0.26 0.47 0.59 0.44 0.82 0.58 0.66 0.69  0.56 
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② バイオマス成長量：地元民による伐採が入らなかった 3 方形区（林分 B）の 2005～2007 年の定期

平均バイオマス成長量は 4～4.4 tC ha-1 y-1 と推定され､平均バイオマス成長量は 4.6～6 tC ha-1 y-1

と推定された（表 8）。このことから、12 年生の Melaleuca cajuputi 人工林は、バイオマス成長速度

は鈍化しつつあるが、バイオマスの蓄積量の増加が続いていると考えられる。 

 ３） Melaleuca cajuputi 人工林の細根量 

① 細根量：前項の測定をした Melaleuca cajuputi 人工林に設けた方形区内の細根量は乾季の終わ

りに当たる 5 月、6 月には 0.41～1.19 tC ha-1、湛水した雨季中の 10 月、12 月には 0.26～0.91 tC ha-1

と推定された（表 9）。細根は湛水環境によって最もストレスを受ける部位であるが、Melaleuca 

cajuputi は湛水環境下でも非湛水環境下と同等の細根量を保持していることがわかった。 

② 細根の純生産量：Melaleuca cajuputi 人工林の細根の純生産量は、連続土壌コアサンプリング

法で、0.3～0.68 tC ha-1 y-1 であり、イングロース法で、0.1～0.51 tC ha-1 y-1 であった。両方法と

も測定回数が少ないので、算出したこの値は純生産量を過小評価していると考えられる。方形区ごと

に両方法で得られた値のうち大きい方を純生産量として採用したとき、Melaleuca cajuputi 人工林の

細根の純生産量は平均で 0.55 tC ha-1 y-1であった。細根の回転率は平均 1.1 y-1であった（表 10）。 

４） Hopea odorata 人工林の細根量と純生産量 

11 年生の Hopea odorata 人工林の細根量は平均 0.34～1.06 tC ha-1 であり､近接する Melaleuca 

cajuputi 人工林と同程度の細根量であった。細根の純生産量と回転率はそれぞれ、0.75 tC ha-1 y-1

と 0.85 y-1であり、Melaleuca cajuputi 人工林より純生産量は大きい傾向にあった。 

 

図 19. 葉面積と直径・樹高の相対成長関係 図 18. 樹皮面積と直径・樹高の相対成長関係 

表 11. Melaleuca cajuputi 人工林の呼吸量 

林分–方形区* 面積指数（ha ha-1） 呼吸量（tC ha-1 y-1） 

 樹皮 葉 樹皮 葉 根† 合計 

A – 1 2.0 2.2 8.8 12.7 9.3 30.8 
A – 2 1.7 1.8 7.4 10.5 9.3 27.2 
A – 3 1.8 1.9 7.5 10.9 9.3 27.7 
B – 1 1.9 2.0 8.2 11.9 9.3 29.4 
B – 2 2.2 2.4 9.6 13.9 9.3 32.8 
B – 3 2.6 2.7 11.1 15.8 9.3 36.2 

＊(15)と同じ。†一定値とした。 



S-2-2a-23  

図 20. 樹皮呼吸速度の温度変化 図 21. 土壌呼吸速度分布 

５） Melaleuca cajuputi の呼吸量推定 

 Melaleuca cajuputi の樹皮面積 AB（m2）、葉面積 AL（m2）は樹高 H（m）と胸高直径 D（m）によって

次のような相対成長式で近似することができた（図 18、19）。 

AB=4.96(DH)
0.933 

AL=20.1(D
2H)0.545 

 この結果を（14）の Melaleuca cajuputi 人工林の林分・方形区に適用し、樹皮面積指数と葉面積指

数を得た（表 11）。 

 Melaleuca cajuputi の樹皮呼吸速度を測定し、温度の関数として表した（図 20）。ここから平均温

度を 28℃と仮定して年間の呼吸量を推定したところ、単位樹皮面積当たりの樹皮呼吸速度は 4.3 

tC ha-1 y-1と推定された。同様に単位葉面積当たりの葉の呼吸速度は、5.9 tC ha-1 y-1と推定された。

これらに前述の樹皮表面積指数、葉面積指数を掛け合わせた結果、Melaleuca cajuputi 人工林の樹皮

呼吸量と葉の呼吸量は、それぞれ平均 8.8 tC ha-1 y-1、12.6 tC ha-1 y-1と推定された（表 11）。 

 また、Melaleuca cajuputi 人工林の土壌呼吸量を測定した結果を空間的に平均した結果は 19.9 
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tC ha-1 y-1 と求められ（図 21）、隣接した伐採地

での土壌呼吸量の平均値 10.6 tC ha-1 y-1 との差

から、対象とした人工林の根の呼吸量は 9.3 

tC ha-1 y-1と推定された。 

 これらを合わせると、Melaleuca cajuputi 人工

林の樹木の呼吸量は合計で 30.7 tC ha-1 y-1 と推

定された。 

６） オイルパームプランテーションの呼吸量推定 

オイルパームの 1 枚の葉の面積は、葉長（L）の巾

関数あるいは葉長（L）×葉幅（w）の一次関数と

して、次式のように近似できることがわかった。 

AL=0.0127×L2.2944 （R2=0.95） 

AL=0.7163×L×w （R2=0.99） 

 前式を 25 年生オイルパーム林の平均的な試料木に適用すると、1 本あたりの葉面積の合計は 284 m2

であった。またこの林では、畝間が 10 m、株間が 8 m で 1 ha あたり 125 本のオイルパームが植えら

れており、ここから葉面積指数は 3.6 と求められた。また、この林の平均的な試料木の樹皮表面積

は 17.4 m2であり、樹皮面積指数は 0.22 と求められた。 

 樹皮と葉の呼吸速度はMelaleuca cajuputiと同様に温度の指数関数として表され、平均気温を28 ℃と

仮定した時の呼吸速度は、それぞれ面積当たり11.2、4.1 tC ha-1 y-1であると推定できた（図22、23）。 

 これに前述の樹皮表面積指数、葉面積指数を掛け合わせた結果、25年生オイルパーム林の樹皮呼吸

量と葉の呼吸量は、それぞれ2.5 tC ha-1 y-1、14.8 tC ha-1 y-1と推定された。 

 また、根呼吸量はMelaleuca cajuputi林の場合と同様に幹との距離が近いほど大きくなる傾向が現

れ、空間的平均値は7.0 tC ha-1 y-1であった（図24）。 

（４）泥炭土壌荒廃地での造林技術の開発と実証試験 

１） 造林樹種選抜試験 

① 泥炭湿地の樹種選抜試験：植栽後 2 年を経過した時点で、生残率の高い処理区が種によって異な

っていた。Campnosperma coriaceum や Syzygium kunstleri、Syzygium oblatum は最も水位の高い掘

り下げ区で最も生残率が高かったことから、長期間湛水する泥炭湿地における造林可能な樹種である

ことがわかった。 

② 酸性硫酸塩土壌の樹種選抜試験：マウンドを設けた外来種を主体とした樹種選抜試験では、

Eucalyptus grandis と Melaleuca bracteata の生残率が低かったが、その他の種は高い生残率を示した。

また、Melaleuca bracteata を除き、生き残った個体はほとんど枯れ下がることがなく、良好な樹高成

長を示した。マウンドを設けない、在来種による樹種選抜試験では、非湿地環境に分布する Alstonia 

scholaris、Casuarina junghuhniana、Syzygium grande は早期にほとんどの個体が枯死した。 

 湿地環境に分布する Melaleuca cajuputi、Syzygium kunstleri、Syzygium oblatum、Syzygium nervosum の

4 種の生残率が高く、その中でも Melaleuca cajuputi は雨季に植えた場合の生残率と成長がともに良好

であり、特に有望であることがわかった。生残率が高かった樹種は、雨季の始まりに植えた方が他の

時期に植栽するより概して生残率が高いことがわかった。 

２） 造林候補樹種の環境応答機能の解析 
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 Syzygium grande は低酸素区で樹高成長と直径成長がともに抑制された。造林候補樹種の Melaleuca 

cajuputi、Syzygium kunstleri、Syzygium oblatum、Syzygium nervosum の 4 種は低酸素による成長や光合成

の低下が顕著ではなく、また根のエネルギー状態も高く保たれている傾向があった。この 4 種は低酸

素区の茎の空隙率が高く、また、空隙率が特に高い主根の上部から側根が発生していることがわかっ

た。 

 Syzygium grande、Syzygium oblatum ともに、滞水区で伸長した不定根や通気区で伸長した側根では皮

層に空隙が観察された。その皮層は、酸素濃度が根外より高くなっており､通気組織としての機能があ

ることが確かめられた。Syzygium oblatum では滞水区で伸長した不定根の方が通気区で伸長した側根よ

り低酸素環境下に置いたときに皮層の酸素濃度が高く維持されたが、Syzygium grande では根の種類に

よる酸素濃度の違いがなかった。このことから、湿地性の Syzygium oblatum の不定根は非湿地性の

Syzygium grande の不定根より酸素供給能が高いと考えられる。また、滞水環境に応答して、内部の酸

素濃度を高く維持できる不定根を伸長させる性質が Syzygium oblatum の湛水耐性に寄与していると考

えられる。 

 低酸素耐性の異なる Eucalyptus camaldulensis と Melaleuca cajuputi に、根圏の低酸素に対する光合成

および光合成産物の転流反応に違いが見られた。Melaleuca cajuputi では樹高や乾燥重量、光合成速度

への低酸素処理の影響が見られなかったが、低酸素耐性のより低い Eucalyptus camaldulensis では低下

が見られた。Eucalyptus camaldulensis では低酸素処理によって気孔が速やかに閉鎖したことから、

Eucalyptus camaldulensis の成長と光合成の低下は根の吸水能の低下によるものと考えられ

る。Melaleuca cajuputi では処理 4 日後の葉と根の糖濃度および根に転流する光合成産物の割合への低

酸素処理の影響は見られなかった。一方で Eucalyptus camaldulensis では、低酸素処理により葉でグル

コースなどの単糖の蓄積が、根でスクロースの蓄積が見られ、根に転流する光合成産物の割合が低下

した。以上のことから、低酸素耐性のより低い Eucalyptus camaldulensis では主要な転流物質であるス

クロースの根での分解が低酸素処理によって抑制されたためにフィードバック的に転流が阻害され、

葉で単糖が蓄積したと考えられる。さらに、スクロース分解の抑制によって根におけるエネルギー代

謝への単糖の供給が不足したために根の吸水能が低下し、光合成の低下に至ることが示唆された。 

 Eucalyptus camaldulensis、Melaleuca cajuputi ともに根のアルコール脱水素酵素（ADH）の活性が対

照区よりも低酸素区で高かった。Melaleuca cajuputi では、低酸素条件下における発酵由来の二酸化炭

素放出速度が対照区の根よりも低酸素区の根の方で高かったが、Eucalyptus camaldulensis では、発酵

由来の二酸化炭素放出速度に処理間の差がなかった。この結果から Eucalyptus camaldulensis では、ADH

活性の誘導によって発酵を増大させるには解糖系フラックスが十分ではなかったと推測される。低酸

素条件下における解糖系フラックスを酸素吸収速度（好気呼吸）と発酵由来の二酸化炭素放出速度（嫌

気呼吸）から算出して評価すると、Melaleuca cajuputi では低酸素区の根の方が対照区の根よりも高か

ったが、Eucalyptus camaldulensis では処理間の差がなかった。Melaleuca cajuputi では、解糖系酵素の

うち、ホスホフルクトキナーゼやピルビン酸キナーゼの活性が誘導されたが、Eucalyptus camaldulensis

では解糖系酵素の活性に処理間の差がなかった。また Eucalyptus camaldulensis では、低酸素処理によ

って根の AEC が低下したが、グルコースを添加すると回復した。したがって Eucalyptus camaldulensis

では、Melaleuca cajuputi のようには解糖系酵素の活性が誘導されないものの、基質が十分にあれば解

糖系によって根のエネルギー不足が緩和されると考えられる。Eucalyptus camaldulensis では、グルコ

ースの代わりにスクロースを培養液に添加した場合は AEC が回復せず、また液胞インベルターゼのス
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クロース分解活性が低酸素処理によって

阻害された。一方、すべてのスクロース分

解酵素の活性が低酸素処理によって阻害

されなかった Melaleuca cajuputi では、

グルコースを添加しなくても低酸素区の

根の AEC が高い値で保たれた。これらのこ

とから、低酸素ストレス下の Eucalyptus 

camaldulensis の根では、スクロース分解

の抑制による基質供給不足が解糖系によ

るATP生産を制限していることが示唆され

た。 

 ３） 実証試験圃場の設置と土壌呼吸測定 

 湛水ブロックと開発地域ブロックに地温（5cm 深さ）、地下水、泥炭沈下（地表面の沈下）を測定し

た。また、開発地域ブロックにおいて、土壌呼吸量及び地温の日変化測定を行った。土壌呼吸量は日

変化がみられ、日中に比べ、夜間の呼吸量が増大する結果が得られた（図 25）。 

 

４） 地温の日変動に伴う呼吸量変化のシミュレーション 

 前項 3)の土壌呼吸速度の測定から、温度と土壌呼吸速度が逆相関を示すという常識とは異なる結果

が得られたため、泥炭を詰めたカラムを用いた室内実験により、この現象の解明を試みた。土壌呼吸

速度は 40℃までは直線的に増加するが、その後は減少に転じ、60℃で再び増加する傾向があった（図

26）。 

 土壌呼吸速度と地温分布の時間変化から、地表温度と泥炭分解の関係を 2 つのケースでシミュレー
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図 25. 開発地域ブロックにおける土壌呼吸量および地表面温度の日変化 
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トした。 

【ケース 1】実測された土壌呼吸速度を用

い、土層からの土壌呼吸速度と地表温度と

の関係を推定したが、土壌呼吸速度は地表

面温度より2時間程度のピーク遅れが見ら

れるものの、現地で観測されたような大き

な位相遅れは表現できなかった（図 27）。 

【ケース 2】温度と土壌呼吸速度の関係を

30℃にピークをもつように変更してみた

ところ、現地で観測されたように地表温度

と分解速度の位相が逆転することが示さ

れた（図 28）。 

 ここで用いた土壌は輸入後1年以上を経

過しており、菌相の変化が土壌呼吸速度に

影響した可能性が否定できない。また、

40cm 以内すべてで酸素供給が制限されて

いないという仮定をおいたが、こうした仮

定が成り立たない水分状態である可能性

もある。 

５） 実証試験圃場造林試験 

最初に植栽した Melaleuca cajuputi は、植

栽 15 ヶ月後の生残率は湛水区で 13%、対

照区で 70%だった。生残個体の平均樹高成

長量は湛水区で 9 cm、対照区で 52 cm だっ

た。植栽初期に水門が閉じられたために湛

水区で長期間水位が高い状態が続き､苗が

長期間水没したために湛水区で生残率と

成長量が低くなったと考えられる。また、

翌年に植栽した原生湿地林構成樹種を含む在来種 11 種の植栽試験においては、湛水区で植栽 1 年後に

生残個体がなかった。これらのことから、通常の苗木では、実証試験圃場の湛水区のように、常時湛

水しており湛水深が深くなる湿地への造林は困難であることが分かった。 

そこで、在来種 10 種の通常より大きい苗（樹高 1 m 前後）を用いて、湛水順化処理を行い、実証試

験圃場の湛水区に植栽した。湛水順化処理中にポット外の水中に根が伸びている個体が多数あったの

で､苗木の輸送､植栽中に根が傷害を受ける可能性が考えられたが､対照苗に比べて植栽後に気孔が顕

著に閉鎖した種はなかったので、輸送中に根の受ける傷害は軽微であったと考えられる。湛水処理中

の樹高相対成長速度は、Syzygium pyrifolium と Campnosperma coriaceum で湛水処理による増加が､

Baccaurea bracteata と Syzygium polyanthum で減少がみられ、その他の種では湛水処理による影響はみ

られなかった。直径相対成長速度は、全種で湛水処理によって増加する傾向にあった。主根上部から

幹下部の空隙率は､地際部近辺で最も大きく､上に行くほど小さくなる傾向があった（図 29）。Alstonia 

土壌呼吸 

 
図 27.  地表温度と泥炭分解の関係のシミュレー

ション（ケース 1） 

 
図 28. 地表温度と泥炭分解の関係のシミュレーショ

ン（ケース 2） 
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spathulata、Baccaurea bracteata、Campnosperma coriaceum は空隙率自体は大きいが、湛水処理による

変化は比較的少なかった。Syzygium kunstreli、Syzygium oblatum、Syzygium polyanthum、Syzygium pyrifolium、

Vatica pauciflora は地際部付近の空隙率が湛水処理によって顕著に増加した。地上 17-20cm の幹の空隙

0

10

20

30

40

50

60
0

10

20

30

40

50

60
0

10

20

30

40

50

60
0

10

20

30

40

50

60

地上7 cm –10 cm

地際部–地上3 cm

A.
spa

thu
lat

a

B.
 br

act
eat

a

C.
 co

ria
ceu

m

S.
 ci

ner
eum

S.
 ku

nst
ler

i

S.
 lo

ngi
flo

rum

S.
 ob

lat
um

S.
 po

lya
nth

um

S.
 p
yri

fol
ium

V.
 p
auc

ifl
ora

*

処理前

対照4ヵ月後

湛水処理4ヵ月後

地上17 cm –20 cm

空
隙

率
（

％
）

*
****

*
*

***

*
*

*

***

地下3 cm–地際部

*
***

空
隙

率
（

％
）

空
隙

率
（

％
）

空
隙

率
（

％
）

 
図 29. 湛水処理による幹下部と主根上部の変化 

誤差棒は標準偏差を示す。 *は処理 4 ヵ月後の対照–湛水処理間に有意差があることを
示す（t 検定もしくは Welch の t 検定、p<0.05） 
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率は、Syzygium polyanthum、Vatica pauciflora で増加した。 

湛水順化苗は対照苗に比べ､植栽後の光合成速度の低下が小さい傾向にあった（図 30）。植栽後に光

合成速度が低下しなかったのは Syzygium cinereum と Syzygium kunstreli、Syzygium pyrifolium、Vatica 

pauciflora であった。Campnosperma coriaceum と Syzygium oblatum、Syzygium polyanthum は湛水順化処

理によって植栽 5 日後の光合成速度が高く保たれていた。気孔コンダクタンスは光合成速度と同様の

傾向を示した。単位面積葉緑素量、光化学系Ⅱの最大量子収率ともに植栽の前後で大きな変化はなか

った。Alstonia spathulata の対照苗 3 本と湛水順化苗 1 本、Campnosperma coriaceum の対照苗 3 本が枯

死した以外は植栽 1.5 ヵ月後に全ての苗が生残していた。植栽 4 ヵ月後には、Syzygium oblatum と

Syzygium polyanthum で湛水順化処理による生存個体数への改善効果がみられた。湛水順化処理によっ

て植栽後の光合成が対照苗に比べて高く保たれる種と湛水順化処理の有無によらず植栽後に光合成が

低下しない種で比較的生存個体が多かったが、樹高が低かった Campnosperma coriaceum と Syzygium 

pyrifolium は全て枯死した。空隙率の増加の光合成への寄与は明瞭ではなかったが、地際近辺で空隙率

が顕著に増加した Syzygium 属の 4 種は、いずれも植栽後の光合成速度もしくは気孔コンダクタンスが

高く維持されており､湛水処理でできた通気組織によって根の機能が維持されていると推察された。 

（５） 東南アジアの泥炭湿地開発地面積の推定 

 FAO の土壌データの縮尺は 500 万分の 1 であり、衛星画像上に重ね合わせると海岸から沖合いの部

分の範囲も泥炭土壌とされており、過大な面積を与えると考えられる。そこで、雲を除去するために

Terra/Aqua MODIS センサーによる観測データ（500m メッシュサイズ）の 1 ヶ月間合成画像を用いて、

  

’ A. spathulata B. bracteata C. coriaceum S. cinereum S. kunstreli

S. longiflorum S. oblatum S. polyanthum S. pyrifolium V. pauciflora
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図 30. 湛水した泥炭湿地に植栽した苗の光合成 

誤差棒は標準偏差を表す。 
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海水面と陸地面とを区別するマスクを作成し、陸地内の熱帯泥炭地域の面積を求めた。その結果、海

水面部分を除いた後の熱帯泥炭地域の分布面積は 2260 万 ha と推定された（表 12）。この泥炭地域内

において、MODIS 画像に対して森林（高植被地）、開発地（裸地ないし極少植被地）、水面の 3 カテゴ

リーによる土地被覆分類を行ったところ、開発されて裸地ないし極少植被地化した熱帯泥炭湿地の面

積は 514 万 ha と推定された（表 12）。 

 MODIS 画像データより高空間解像度のデータである LandsatTM, ETM+画像データから作成された

西暦 2000 年を基準年とする Geocover データと該当国の縮尺 1:50,000～1:200,000 の土壌図（FAO）を

用いて同様の計算を行った結果、2000 年前後の土地被覆状況は図 31 に示す結果となった。泥炭地面

積は、東南アジア全体で 2,137 万 ha、残存する泥炭湿地林は 1,267 万 ha，開発されたココヤシやアブ

ラヤシのプランテーションや畑地、二次林、裸地、市街地は合計 550 万 ha、水域、被雲域、地形の陰

影域は合計 320 万 ha と推計された（表 13）。Geocover データは空間解像度が 14.25m×14.25m であり、

インドネシアにおいては大きい縮尺率の土壌図を用いて熱帯泥炭湿地域を抽出したため、MODIS 画像

データ（空間解像度 250m）を用いて推計した値よりもより信頼性の高い推計値が得られたと考えられ

る。今後は水域、被雲域、地形の陰影域での面積率推計を改善する必要がある。 

（６）泥炭湿地の土地利用別の炭素収支の推定 

 本研究で得られた成果を総合し、不足分は文献データを加え、泥炭保全・湿地林再生プロジェクト

を行った場合のMelaleuca cajuputi人工林とベースラインの土地利用であるオイルパームプランテーシ

ョンと放棄地の炭素収支を推定した（表 14）。 

表 12. 東南アジアに分布する熱帯泥炭湿地地域の面積推定値（万 ha） 

 ボルネオ島 マレー半島・スマトラ島 ニューギニア島 全域 

FAO土壌図とMODISデータ使

用による海域除去後の熱帯

泥炭地面積 

542 795 923 2260 

熱帯泥炭地域内の裸地ない

し低植被地面積（開発地面

積） 

94 178 242 514 

 

表 13. Landsat Geocover 2000 データによる泥炭湿地域と開発地の面積推計値（万 ha） 

土地被覆カテゴリー ボルネオ島
マレー半島・
スマトラ島 

ニューギニア島 全域 

湿地林 泥炭湿地林 309  351  265  925 1267 

 低木湿地林 64  70  208  342  

開発地 二次林 63  114  78  255 550 

 裸地、市街地 40  62  89  191  

 プランテーション林・開発地 45  59  0  104  

その他 水域、陰影 21  39  66  127 320 

 被雲 30  45  118  193  

計  572  741  824  2137 2137 
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図 31. Landsat Geocover 2000 のデータによる東南アジアに分布する熱帯泥炭湿地地域 
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 ベースラインとして選択したシナリオは、1) 火災が頻繁に発生する放棄地と 2) オイルパームプラ

ンテーションの 2 つである。以下にシナリオの詳細を示す。 

１） 火災が頻繁に発生する放棄地 

 このシナリオは、農業開発が失敗し、放棄地となっている 1980 年代から現在までのプロジェクト対

象地の状況が今後も続くというものである。1980 年代前半の農地開発事業により排水されたが、十分

な生産をあげられる作物がなく、放棄された。乾季が長期にわたった異常乾燥年に火災が発生して、

植生および泥炭の表面が焼失する。植生は Melaleuca cajuputi が優占するブッシュ（頻繁に起こる火

災による被害のため樹高 5m 以上にはならない）か、シダ類や禾本類が優占する草原となっており、バ

イオマスの増加がほとんどない。近年オイルパームプランテーションがこの地域でも拡大しているが、

このプランテーションは、貧栄養や水管理の不良等の理由により収穫が得られず、火災が頻繁に発生

する放棄地に戻ると想定している。 

２） オイルパームプランテーション 

 このシナリオは、現在タイ国政府が奨励しているオイルパームプランテーションが、栽培技術の向

上によりプロジェクト対象地に拡大し、十分な水管理や土壌改良、肥料投入が行われ、適地での生産

量に匹敵する生産量をあげることができるというものである。タイ国政府は、近年のパーム油需要の

増大を踏まえ、タイ国南部においてオイルパームプランテーションを奨励している。プロジェクト対

象地でも 2000 年頃より大規模なオイルパーム栽培が開始された。このプランテーションが成功すると、

20 年の栽培期間での平均地上部バイオマス増加が 5 tC ha-1 y-1 と想定される。しかし、排水管理のため

表 14. 熱帯泥炭土壌におけるプロジェクトとベースラインの土地利用の炭素収支の評価（tC ha-1 y-1） 

  対照 ベースライン プロジェクト

   湿地自然林 
オイルパーム

園 
放棄地 

Melaleuca 
cajuputi 人工

林
a 地上部バイオマス成長 1.1  5.0  0.0  4.0  

b 地下部バイオマス成長 0.2  1.5  0.0  1.2  

c 落葉・落枝 3.5  1.0  0.0  1.0  

d 枯死木 0.7  0.0  0.0  1.0  

e 枯死根 1.0  0.3  0.0  0.6  

f 被食（果実の収穫） 0.0  4.0  0.0  0.0  

g 純生産（a+b+c+d+e+f） 6.5  11.8  0.0  7.8  

h 地上部の呼吸 3.6  17.3  0.0  21.4  

i 根の呼吸 2.4  7.0  0.0  9.3  

j 総呼吸（h+i） 6.0  24.3  0.0  30.7  

k 総生産（g+j） 12.5  36.1  0.0  38.5  

l 泥炭分解（土壌呼吸） 2.8  24.0  24.0  1.2  

m 系外への流出 1.0  1.0  1.0  1.0  

n 系外への移動（j+l+m） 9.8  49.3  25.0  32.9  

o 大気二酸化炭素の変化（g-l) 3.7  -12.2  -24.0  6.6  

p 土壌（泥炭）への蓄積（c+d+e-l-m） 1.4  -23.7  -25.0  0.4  

注） 放棄地の泥炭の焼失による二酸化炭素放出（21 tC/ha/y）は含まない。すべての項目を実測し
たわけではない（オイルパームの成長・収穫については文献でのエリートデータ）。 
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泥炭分解による二酸化炭素放出が起こる。また、排水ポンプの燃料消費による二酸化炭素放出が起こ

る。パーム油をバイオディーゼル油として用いる場合はその分の排出削減効果がある。 

 このほか、泥炭分解による地盤沈下のため排水が困難になる、あるいは泥炭層の下にある海成粘土

層の露出により酸性硫酸塩土壌が生成するといった理由で、オイルパームプランテーションが失敗し

放棄されるというシナリオが考えられるが、今回の算定には用いない。 

 表 14 より、単位面積当たりの排出削減ポテンシャルは、オイルパームプランテーションをベースラ

インとした場合に 18 tC ha-1 y-1、放棄地をベースラインとした場合に 30 tC ha-1 y-1、火災が頻繁に

発生する放棄地をベースラインとした場合に 51 tC ha-1 y-1 と推定された。このように泥炭保全・湿

地林再生による排出削減プロジェクトは単位面積当たりの排出削減量が非常に大きい。陸域生態系を

利用した排出削減では、食料生産その他の土地利用と競合するような場合があり注意を要するが、こ

のように単位面積当たりの排出削減効率が高いことと、さらに泥炭湿地の食料生産の生産性が低いこ

とから、泥炭保全・湿地林再生は社会経済的影響の少ない排出削減プロジェクトであると考えられる。 

 上記（5）より適用可能面積は 500 万 ha と推定され、泥炭保全・湿地林再生による排出削減ポテン

シャルは 20 年間で 1.8 GtC 以上と算定される。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

 泥炭土壌では、土壌炭素蓄積量が膨大であり、炭素蓄積量の差から炭素の変化量を算出する通常の

モニタリング方法論を適用するのは困難であるため、国際的な基準が作られていない。本研究では、

土壌呼吸フラックスの測定とモデリングに基づいた土壌炭素の変化量の算出を行ったが、この値は長

年にわたる実際の泥炭沈下速度の測定による土壌炭素の変化量の推定値と良く一致した。これにより

泥炭土壌の土壌炭素変化量を算出する新しいモニタリング方法論の開発に資することができた。また、

湛水状態の泥炭土壌への造林は困難であったが、本研究により造林可能な樹種の選抜と育苗・植栽方

法の開発が進み、荒廃した泥炭湿地の造林技術の開発に資することができた。加えて、泥炭湿地から

可溶性有機物として流出する微生物変性をうけたリグニンは更なる微生物分解は受けないことから、

炭素シンクとなっていることが明らかとなり、炭素循環の推定に大きな影響を与える結果を得た。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

 本研究の成果は、熱帯泥炭湿地の保全と森林再生による炭素排出削減の技術の確立に大きく寄与す

るものである。ここで得られた成果は第 2 約束期間以降の吸収源 CDM 事業の科学的基礎をなすもので

あり、また、ラムサール条約の活動を科学技術面から支えるものである。加えて、泥炭湿地から流出

した可溶性有機物の炭素シンクとしての安定性を明らかにしたことは、温暖化対策における陸域生態

系の重要性を強く示すものである。今後、学術誌への発表を通じて成果の公表や普及に努め、審議会、

委員会等の場で成果を提示し、政策形成に貢献する。 

 なお、United Nations Framework Convention on Climate Change: “Call for public inputs on simplified 

baseline methodologies for small-scale CDM afforestation or reforestation project activities applied on 

wetlands and settlements” (http://cdm.unfccc.int/public_inputs/SSCAR_PA_wetlands/index.html) に対し、以

下に記す意見を提出した。その後に湿地における小規模 AR-CDM 方法論の草案が公開された

（http://cdm.unfccc.int/Panels/ar/ARWG16_repan03_wetlands_methodology）。この方法論は、排水されて
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いない泥炭湿地等に限定して土壌有機炭素のモニタリングを行わなくて良いとするものであり、水位

変動のある場合への適用を行わないように制限されている。したがって泥炭分解による二酸化炭素放

出の増加のリスクを避けており、私たちの意見提出の効果があったと考えられる。 

（概要） 

１．泥炭湿地の炭素蓄積は膨大であり、排水し乾地化すると、泥炭から多量の二酸化炭素が放出され

る。私たちはタイ南部の泥炭湿地で、地下水位 50 cm 以深になると、24 tC ha-1 y-1 の二酸化炭素放

出が起こることをあきらかにした。このため、泥炭湿地を対象としたプロジェクトでは、（泥炭）土壌

炭素プールのモニタリングが必要である。 

２．湛水条件を維持するプロジェクトであれば、泥炭土壌からの二酸化炭素放出の増加はないと考え

られ、モニタリングは不要だろう。 

３．以上から、プロジェクト前後の水分条件（水位）の変化をまず評価することが重要である。 

４．ベースラインが排水された泥炭土壌である場合は 24 tC ha-1 y-1 程度の大きな二酸化炭素放出が

すでに起こっていると考えられ、こういった場所を湛水状態に戻し造林を行うような AR CDM プロジェ

クトは、大きな GHG 排出抑制効果があることが期待される。（しかし、好気状態を湛水条件に変えると

メタンの放出が増える可能性があり、メタン放出のモニタリングが必要となる。）泥炭の保全に留意し、

それにインセンティブを与えるような制度設計が、GHG 排出の低減に大きく貢献できると思う。 

（原文） 

Comment for developing the simplified small scale methodology on Wetland 

- Based on the experience in tropical peat swamp 

 

Tropical Peat Swamp Research Group 

Utsunomiya University  

The University of Tokyo 

Japan Overseas Plantation Center for Pulpwood 

 

Wetlands include lands that are covered or saturated by water for all or part of the year (IPCC GPG) and consist 

of various types such as peat swamp, mangrove and fresh water swamp.  More than 20 million hectares of 

tropical peat swamps are distributed in Southeast Asia.  Here, we would comment for developing the 

simplified small scale methodology on wetlands based on our field research activity in tropical peat swamp in 

Thailand. 

 

Soil carbon pool in the project on peat swamp is influenced strongly by the CO2 flux from peat.  We provide 

information mainly on CO2 release from the peat.  We experienced in the field that it is difficult to separate the 

litter pool from the soil pool in the peat swamp. 

 

We assumed that AR CDM projects are implemented in managed tropical peat swamps including degraded peat 

swamps and peat swamps once developed then abandoned. 

 

- Pre-project: flooded -> Project: drained and dried 
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In the AR CDM project on the managed peat swamp, in which large amount of carbon has been accumulated in 

peat as soil carbon pool, considerable CO2 release occurs under the aerobic condition resulted from drainage.  

We calculated that 24 tC ha-1 y-1 of CO2 was released from the peat when the groundwater level is lowered to 50 

cm below the surface in southern Thailand (ref).  

 

The approved simplified small scale methodology on the grassland and crop land considers only the above and 

below ground biomass pools.  Our result shows that monitoring the soil carbon pools is inevitable in 

the methodology for the AR project in wetland. 

 

Since the carbon stock in peat is huge relative to its annual change, it is difficult to monitor reliably the 

decrease in soil carbon pool using “stock change method” which is generally applied in the approved AR 

CDM methodologies.  The development of a new monitoring methodology calculating the soil carbon stock 

change by measuring CO2 flux from soil surface (soil respiration) is necessary.  We estimated the soil carbon 

stock change by measuring CO2 flux from peat and confirmed that our calculation corresponded well with the 

change estimated from the peat subsidence rate in a prolonged observation in the field (ref).  However, 

this monitoring method seems impractical for the small scale project.  Our result shows 24 tC ha-1 y-1 of CO2 

release from peat occurs by drainage to the groundwater level below 50 cm, as mentioned above, and we also 

found that the rate remains unchanged even the groundwater level is further lowered.  Hence, we may use 

conservatively this rate as the default value for the decrease in the soil carbon pool in the AR project on tropical 

peat swamp with drainage when the monitoring of soil carbon pool is difficult.  It is conservative as the input 

to the soil carbon pool from the biomass is not considered. 

The drainage is a common practice in oil palm plantations on the peat swamp.  There is a risk of vast CO2 

emission from the peat in the oil palm plantation site which produces the material of bio fuel for the emission 

reduction project through the energy conversion.   

 

- Pre-project: flooded -> Project: flooded 

When the AR CDM project was maintained continuously under the flooded condition, the release of CO2 from 

the peat was reduced and estimated to be about 1 tC ha-1 y-1.  In the AR project managed in flooded 

condition, monitoring of the soil carbon pool might be unnecessary considering the input to soil carbon pool 

from biomass would be larger than the release from peat. 

- Possibility of emission reduction by the conservation and management of peat swamp 

Moreover, the project implemented on drained peat swamp, it could be considered that 24 tC ha-1 of CO2 had 

been already released every year from the peat.  A plantation project on such drained swamp with the practice 

returning the site condition from dried up to flooded could reduce the CO2 emission that should be occurred in 

the baseline, in addition to the accumulation by trees.  However, since the condition change from the aerobic 

to flooded causes increase of methane release from the soil, monitoring of the release is necessary.  The 

emission reduction is not considered under the existing rules of AR CDM, however, this type of plantation 

project with controlling water level contributes largely to the peat conservation and CO2 emission reduction 

from LULUCF sector which consists one third of the total CO2 emission in the developing countries as well as 
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carbon sequestration. 

 

Conclusions 

1. Assessment of water level (flooded or dried) under the pre project and project conditions are crucial for the 

project on tropical peat swamp. 

2. In projects with drainage, monitoring of the soil carbon pool is inevitable. 

3. If flooded condition maintained, monitoring of the soil carbon pool is not necessary. 

4. Practice returning the site condition from dried up to flooded could reduce huge CO2 emission. However, in 

that case, monitoring the methane release is necessary. 
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